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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成21年12月25日に提出した第28期（自　平成20年10月１日　至　平成21年９月30日）有価証券報告書の

記載事項の一部に不備がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出する

ものであります。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第２　事業の状況

７　財政状態及び経営成績の分析

 

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

 第２【事業の状況】

  ７【財政状態及び経営成績の分析】

　　　(1) ～ (3) 省略

 
（訂正前）
(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の分析と対応策
　　当社グループは、事業等のリスクに記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状
況が存在しております。当社グループは当該状況を解消するため、収益の改善を最優先課題として、収益
基盤の強化とコストの削減を全社挙げて実行し、早期の業績回復を達成させることにより財政状態の建
て直しを図る所存であります。
　　詳細については、「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる重要な事象又は状況」をご覧下さい。
しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められます。なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する
重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。　

 
（訂正後）
(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の分析と対応策
　当社グループは、～〈中略〉～　財政状態の建て直しを図る所存であります。
①収益基盤の強化
2011年７月のアナログテレビ放送の地上デジタル化完全移行まで２年をきり、関連ビジネスが本格化
するものと思われるため、品質、価格の両面において訴求力のある地デジ移行関連製品を順次投入し、収
益の拡大を図る予定であります。また、新しいＯＳ（基本ソフト）搭載のパソコン販売の出足が好調なこ
とから、同製品向けのテレビキャプチャーを投入し、低迷しているパソコン分野においても挽回を図って
まいります。
②コストの削減
製造・開発コストにつきましては、部材や製造委託の大量発注による製造コストの低減、開発に必要な
技術やソフトウエアの内製化によるライセンス料の支払の削減を図ってまいります。
　また、販売費及び一般管理費につきましては、現在実施しております役員報酬の減額を継続するほか、出
張費や広告宣伝費等のその他経費の抑制に努めてまいります。
③関係会社の整理
当社の連結子会社２社につきましては、次期上半期中に譲渡あるいは清算を完了させる予定でありま
す。これにより、これまで継続的に発生しておりました関係会社関連の損失が大幅に減少する見込みであ
ります。
これらの施策により損益の黒字化を目指すとともに、キャッシュ・フローの改善のため、引き続きファ
クタリングや回収サイトの短縮により売掛債権の早期現金化を図るほか、支払いサイトにつきましても
適宜対応していく予定であります。
しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり　～〈中略〉～　、継続企業の前提に関する重要な不確
実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。
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